
令和３年１０月  日 

 

東京都知事 

 小池 百合子 殿 

 

東京納税貯蓄組合総連合会    

 会長 近藤 忠夫  

 

 

令和４年度東京都予算等に対する要望書 

 

 令和４年度東京都予算等に対し、別紙のとおり要望いたし

ますので、特段のご配慮をいただきますよう、よろしくお願

い申し上げます。 
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令和４年度東京都予算等に対する要望内容  

 

１ 【 概  要 】  

○東 京 納 税 貯 蓄 組 合 総 連 合 会 （以 下 「東 総 連 」という。）は、納 税 貯 蓄

組合法 （昭 和 26 年 4 月 10 日施行 、法 律第 145 号 ）に基づき、納 期

内納税 を目的 として、昭 和 ３１年 ５月 に創立 した公益団 体です。  

 

○我 が国 において、戦 後 の混 乱 期 には、「税 金 を納 める余 裕 のない人 」、

「納 税 の重要 性 を理 解 しつつも、一 時 に納 税することが困 難 な人 」等 が

多 く存 在 し、国 や地 方 を立 て直 すために必 要 な財 政 の健 全 化 が危 ぶ

まれていた時 期 がありました。このような時 代 背 景 の下 に、納 税 秩 序 を

回 復 し、租 税 の容 易 かつ確 実 な納 付 を促 進 するために、納 税 貯 蓄 組

合が結 成 された経 緯があります。東 総 連 においても、創 立 の当初は、主

に、納 税 準 備 預 金 等 を活 用 した納 税 資 金 の貯 蓄 を会 員 に普 及 するこ

となどを通 じて、納 期内納税の実現に努めてまいりました。  

 

○その後 、経 済 の発 展 と振 替 納 税 など多 様 な納 税 手 段 の普 及 を受 けて、

納 税 貯 蓄 組 合 の役 割 も時 代 に対 応 して変 化 してまいりました。現 在 は、

税 務 行 政 に対 する自 発 的 な協 力 団 体 として、納 税 道 義 の普 及 と自 主

納 付 制 度 の確 立 に向 け、傘 下 の４８地 区 連 合 会 、１６万 人 の会 員 によ

る地 域 に根 差 した納税 キャンペーンや、中 学生 の税の作 文 、租 税 教室

など次 世 代 を担 う若 者 に対 する啓 発 活 動 、会 員 に対 する実 践 的 な研

修 など、税 に関 する広 報 ・教 育 を中 心 とした公 益 性 の高 い活 動 を幅 広

く展 開 することにより、国 及 び地 方 の税 務 行 政 の円 滑 な推 進 に貢 献 し

ております。こうした東 総 連 のこれまでの活 動 は納 期内 納 税 の考 え方 を

広 く社 会 に定着 させる一助 となったものと自 負 しております。  

 

○租税 は、我 が国 の国 土 の発 展 と繁 栄 を根 幹 で支 える行 政 活 動 の源 泉

です。そして、社 会 に必 要 なサービスの提 供 など、その使 い道 を自 らが

決 める民主主 義の原点であり、納 期内 納税は、まさにそれを体現するも

のであります。したがいまして、現 在 及 び将 来 の、国 並 びに地 方 自 治体

の財 政 基 盤 の安 定 を図 る上 で極 めて重 要 と考 えます。東 総 連 は、これ

からも傘 下 の４８地 区 連合会 と一 丸 となって、税 務当 局 と緊 密 な連携 を

図 りながら、納 税 貯 蓄 組 合 法 の趣 旨 に基 づき、納 税 道 義 の普 及 と自

主 納 付 制 度 の確 立 に資 する取 組 みを、今 まで以 上 に進 めてまいりたい

と考 えております。  
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２ 【 活 動 内 容 】  

 

○東 総 連 は、現 在 、次 のような活 動 に取 り組 んでおります。今 後 も、納 税

道 義 の普 及 と自 主 納 付 制 度 の確 立 に資 する取 組 みを、今 まで以 上 に

進めてまいります。  

 

(1)中 学 生 の 「 税 に つ い て の 作 文 」 事 業  

中学生が、税 に関する作文 を書 くことを通 じて、税 について関心 を持  

ち、正 しく理 解 を深 めることを目 的 に、昭 和 ４２年 から国 税 庁 との共 催 に

より実 施 し、令 和 ３年 度 で第 ５５回 。東 京 都 からは都 知 事 賞 ・主 税 局 長

賞 を贈 呈 。初 期 の作文 世代が親 となり、子 と体 験 を共 有 出来 ることなど

から、親 子間 のコミュニケーションツールとしても好 評 。  

  ・  令 和 ３ 年 度 応 募 実 績：６７３校 、６７，１３５編  

  ・  令 和 ２年 度 応 募 実 績：６０５校 、５３，８６４編  

  ※  新型 コロナウイルス感染症の影響により令 和 ２年 度 の応募数は減  

 

(2)納 期 内 納 税 推 進 街 頭 キ ャ ン ペ ー ン  

納税資金の備蓄 、納 期内納税 、振 替 納税制度 、電 子申 告 ・納 税  

（ｅ－Ｔａｘ及 びｅＬＴＡＸ）など多 様 なテーマについて地域に根差 した会  

員が近隣住民 など身近 な都民 を対象に税務情報 を発信 。  

 ・  令 和 ２年 度 実 績：２０地 区 連 、延 べ約 １００日  

 ・  令 和 元 年 度 実 績：４８地 区 連 、延 べ１６２日  

  ※  新型 コロナウイルス感染症の影響により令 和 ２年 度 の実績は減  

 

(3)会 報 「 東 総 連 」 の 発 行 （ 年 ２ 回 ）  

東総連では、年 ２回 、各 ２万 部 を発行 しているほか、各 地区連でも年  

１～２回 発行 。会 員 に対する税務情報 の発信のほか、新 規組合員獲  

得のためのツールとしても活 用 。  

 

(4)税 務 情 報 Ｐ Ｒ 用 グ ッ ズ の 作 成 ・ 配 布  

   「あなたの税金 みんなのために」など納 税 の標語 を刷 り込 んだグッズを  

東 総 連 で一 括 して作 成 し各 地 区 連 合 会 に配 付 。税 務 広 報 チラシと組

合 せ、地 域 の区 民 まつりや市 民 まつり、産 業 祭 、農 業 祭 など、様 々な機

会に都民に配付 し税知識の普及 と納 税思想の高揚に活用 。  

 

(5)納 貯 組 合 員 を 対 象 と し た 税 務 研 修 会 等 の 開 催  

東総連では、次 代 の納税貯蓄組合 を担 う人 材 を対象 にしたリーダー  

研 修 などを年 ３回 実 施 。各 地 区 連 では、より実 践 的 なテーマによる研 修
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を年 １～２回 実施 。  

 

３ 【 要 望 内 容 】  

 

○東 総連 は、会 員 のボランティア精 神 に支 えられた団 体 です。今 後 も、納

税 意 識 の高 揚 と着 実 な納 税 に資 する取 組 みを、今 まで以 上 に進 めて

まいりたいと考 えております。  

 

○この１～２年 間 は、新 型 コロナウイルス感 染 症 の影 響 で、接 触 機 会 が多

いキャンペーン類 は例 年 のような形 では実 施 出来 ませんでしたが、三 税

協 力 のもと、新 型 コロナウイルス感 染 症 に関 連 する税 務 情 報 を取 りまと

めたリーフレットを都 税 事 務 所 や税 務 署 、区 役 所 等 の窓 口 に配 架 する

とともに、商 店 街 の店 頭 を経 由 して近 隣 住 民 に情 報 提供 するなど、ウィ

ズコロナの時 代 に合 った新 しいキャンペーンのスタイルも模 索 しながら、

都 民 に必要 な情報 を必要 な時 に届 けようと努 めてまいりました。  

 

○こうした中 で欠 かせないのは、団 体 の活 動 を支 える財 源 の確 保 です。東

総 連 では、これまで「納 貯 共 済 保 険 」制 度 を導 入 し受 託 会 社 である生

命 保 険 会 社 から保 険 手 数 料 収 入 を得 るなどの工 夫 を行 ってまいりまし

た。しかし、平 成 ２６年 ３月 末 の業 務 契 約 の終 了 をもって、自 主 財 源 の

太宗 を占 めていた保険手数料収入 を失 うことになりました。  

 

○現 在 は、役 員 等 への会 費 や賛 助 金 の導 入 に努 めるほか、会 報 への広

告 料 収 入 や小 口 の保 険 手 数 料 収 入 の獲 得 など、自 主 財 源 の確 保 に

努 めているものの、現 状 では、東 京 都 からの補 助 金 収入 が東 総 連の活

動 を支 える主要 な財源 となっております。  

 

○自主財源 が減 少 している厳 しい状 況 の中 、自 らも財 政 基 盤 を確 立 する

努 力 を継 続 していく一 方 で、地 域 社 会 とともに歩 き、納 税 道 義 の高 揚

に努 め、国 家 、社 会 に貢 献 する団 体 として活 動 出 来 るよう、引 き続 き、

東京都からの補 助 金 を継続 して措置 していただけますよう要 望 いたしま

す。  

 

＜ 参 考 ＞  

令和  ２  年度補助金額：３８，９７７千円  

令和  元  年度補助金額：４２，７８２千円  

平成３０年度補助金額：４２，５４４千円  


